様式第１６（第４０条関係）（第一面から第三面まで）

	認定申請書

申請年月日　 ２０２１年　５月　２８日
　
　　経済産業大臣　殿
（ふりがな）おうようちしつ
                              　一般事業主の氏名又は名称 応用地質株式会社
（ふりがな）なりた　まさる
                              （法人の場合）代表者の氏名  成田　賢    印
住所　〒101-8486　
東京都千代田区神田美土代町7番地
住友不動産神田ビル9階
法人番号　2010001034531　　　　　　　　　　　　　　　  　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 
　情報処理の促進に関する法律第３１条の認定を受けたいので、下記のとおり申請します。

	記
情報処理システムの運用及び管理に関する指針に関する取組の実施状況

　(1) 企業経営の方向性及び情報処理技術の活用の方向性の決定
	公表媒体（文書等）の名称
	応用地質グループ中期経営計画 OYO Advance2023

	公表日
	2021年　2月　12日

	公表方法・公表場所・記載箇所・ページ
	公表方法：ホームページ
公表場所： 
https://ssl4.eir-parts.net/doc/9755/tdnet/1932348/00.pdf
記載箇所：
開示文書：文書　p.2
スライド12、13、14、15、16、17

	記載内容抜粋
	① 基本方針
サステナブル経営（ESG 経営とSDGs 目標の達成）を基本方針に、本業（４つの事業セグメント）を通じ、「社会価値」「環境価値」「顧客価値」の３つの価値の最大化を目指します。
② 成長ドライバー
DXを核としたイノベーション戦略に対する積極的な投資を行うことでグループ全体の成長を推進します。具体的には、DX戦略投資として10億円、研究開発戦略として45億円、合計55億円を次の3ヵ年の投資額として設定することにより、イノベーション戦略を進めて参ります。
③ 経営基盤
世界における脱炭素化の大きな潮流が加速する中、DXを主軸とするイノベーションの推進、並びに以下の３つの構造改革を推進することで、当社グループの今後の成長基盤を構築して参ります。
「事業ポートフォリオ改革」
・4 事業セグメントの改革
・国内外グループ会社の改革
「事業サービス改革」
・技術融合による改革
・協創による改革

「働き方・ガバナンス改革」
・DX 活用による多様な働き方の実現
・中長期的な企業価値向上のためのコーポレートガバナンス改革

	意思決定機関の決定に基づいていることの説明
	取締役会の承認を得た適時開示資料に記載されている事項





(2) 企業経営及び情報処理技術の活用の具体的な方策（戦略）の決定
	公表媒体（文書等）の名称
	統合報告書 2021

	公表日
	2021年　5月 28日

	公表方法・公表場所・記載箇所・ページ
	公表方法：ホームページ
公表場所：
https://ssl4.eir-parts.net/doc/9755/ir_material1/160847/00.pdf
記載箇所：本文：p.28、29

	記載内容抜粋
	新中期経営計画『OYO Advance 2023』では、Jump18での取り組みを更に強化するための方針として、DX投資として3年間で10億円を設定し、DX戦略を成長ドライバーに位置づけた上で、新たな利益や価値を生み出す機会を創出する「デジタライゼーション」への更なるシフトを目指し、以下の3本柱を軸に進めます。
（１）新事業サービス創出に向けたDX推進（新ビジネス創出、業態変革）
（２）既存ビジネスモデルの深化に向けたDX推進（デジタル技術活用、革新的生産性向上）
（３）働き方改革、生産性の革新的向上に向けたDX推進
また、DX戦略を着実に遂行していくために、デジタルサービスの開発から市場展開までの期間を1年以内に短縮し、当社の売上全体に占めるデジタルサービスの割合を15%に拡大することなどを推進指標として定め、戦略の実効性を高めていきます。

	意思決定機関の決定に基づいていることの説明
	取締役会の承認を得た公表媒体に記載されている事項



① 戦略を効果的に進めるための体制の提示
	戦略における記載箇所・ページ
	公開媒体：統合報告書 2021
公開方法：ホームページ
公開場所：
https://ssl4.eir-parts.net/doc/9755/ir_material1/160847/00.pdf
記載箇所：本文：p.23

	記載内容抜粋
	これらに3次元化技術や他の公開データを組み合わせてプラットフォーム化し、社内の業務効率化を図るとともに、より幅広い市場に向けた付加価値の高いサービスを提供していきたい、という大きな目標を描きました。この目標に邁進する体制として、情報技術に対応する本部制を敷くこととし、2017年4月に「情報技術企画室（現情報企画本部）」を新設し、ここが中心となってICTプラットフォームの構築などを推し進めました。


　
　② 最新の情報処理技術を活用するための環境整備の具体的方策の提示
	戦略における記載箇所・ページ
	公開媒体：統合報告書 2021
公開方法：ホームページ
公開場所：
https://ssl4.eir-parts.net/doc/9755/ir_material1/160847/00.pdf
記載箇所：本文：p.25

	記載内容抜粋
	トップメッセージ25ページ：「DXを核としたイノベーション戦略」では、前中期経営計画において追求してきた「売り物づくり」や「新たな事業スタイル」を前進させるべく、DX投資10億円、研究開発投資45億円、計55億円の投資を計画しております。また、投資戦略としては、これに加えて、M&A投資枠70億円を計上し、今後の経営環境にマッチした事業ポートフォリオの改革に不可欠な案件の獲得を目指します。



(3) 戦略の達成状況に係る指標の決定
	公表媒体（文書等）の名称
	統合報告書 2021

	公表日
	2021年　5月　28日

	公表方法・公表場所・記載箇所・ページ
	公表方法：ホームページ
公表場所：
https://ssl4.eir-parts.net/doc/9755/ir_material1/160847/00.pdf
記載箇所：本文：p.14、15、28、29、36～45

	記載内容抜粋
	DX戦略は、4つの事業セグメントの事業成長と財務目標を通じて達成状況を測っていきます。更に、DX戦略を着実に遂行していくために、デジタルサービスの開発から市場展開までの期間を1年以内に短縮し、当社の売上全体に占めるデジタルサービスの割合を15%に拡大することなどを推進指標として定め、戦略の実効性を高めていきます。



(4) 実務執行総括責任者による効果的な戦略の推進等を図るために必要な情報発信
	発信日
	株主・投資家の皆様へ：ホームページ　（2021年3月）
統合報告書 2021：p.24、28、29（2021年5月28日）
Corporate Report 2020：p.22、23、24 （2020年5月19日）
Corporate Report 2019：p.15、16　　 （2019年6月7日）
Corporate Report 2017：p.14、15、32、33　 （2018年6月4日）

	発信方法
	ホームページ：
https://www.oyo.co.jp/investor-relations/to-our-shareholders-and-investors/
https://www.oyo.co.jp/investor-relations/ir-library/corporate-report/

	発信内容
	コーポレートレポート、統合報告書などを通じて以下のような内容を発信しています。
【株主・投資家の皆様へ】
今年より、新たな中期経営計画「OYO Advance 2023」をスタートさせました。この中期経営計画における3年間は、OYO 2020及びOYO Jump18での成長に向けた活動とその成果を引き継ぎ、成果を事業収益へと結び付ける期間と位置付けています。また、次の長期経営ビジョン策定へとつなげる基盤づくりのための期間としてまいります。成長ドライバーとして、「DX戦略」と「研究開発戦略」を2本柱とするイノベーション戦略を推進し、新事業サービスの創出、既存ビジネスモデルの深化、働き方改革と生産性の革新的向上、地盤3次元化技術等を継続して進めてまいります。
【統合報告書 2021】CIOメッセージ
「OYO Advance 2023」では、このような取り組みを更に強化するために、DX投資として3年間で10億円を設定し、DX戦略を成長ドライバーに位置づけた上で、新たな利益や価値を生み出す機会を創出する「デジタライゼーション」への更なるシフトを目指します。
【Corporate Report 2020】トップメッセージ
IoT、AI、5G等の導入本格化など第4次産業革命が進展する中、当社は、地盤3次元化技術における国際的なデファクトスタンダード獲得を目指して、業界に先駆けた様々な取組みを行っています。
【Corporate Report 2019】トップメッセージ
特に重視しているキーワードは、ICT（情報通信技術）、三次元化、AI（人工知能）の3つです。現在、OYOグループの新ビジネス創出や業務効率化を担うための次世代技術基盤として、「地盤情報ICTプラットフォーム」の構築を推し進めています。
【Corporate Report 2017】情報技術企画室長メッセージ
具体的には、まず、2018年内に、次世代のビジネス基盤として「地盤情報ICTプラットフォーム」の整備を完了させます。このプラットフォームは、「業務効率化領域」「社内ナレッジ／汎用データ集約領域」「サービスビジネス拡大領域」の3つの領域で構成し、これらはすべて情報連携によって総合的に管理・運用されることとなります。



(5) 実務執行総括責任者が主導的な役割を果たすことによる、事業者が利用する情報処理システムにおける課題の把握
	実施時期
	毎期、年間を通じてPDCAサイクルに基づいた分析・評価を実施している。

	実施内容
	定期的に、情報資産全体の課題について、分析・評価を実施している。
・リスク予防年間計画（OYOを取り巻く経営リスク一覧）
・リスク分析表（ISMS）
・リスク対応計画書（ISMS）
・ISO内部監査、ISO外部審査
・マネジメントレビュー
・IT全般統制（J-SOX：内部統制評価）
また、DX推進指標自己診断を活用して課題把握を実施している。





　(6) サイバーセキュリティに関する対策の的確な策定及び実施
	実施時期
	1) 統合報告書 2021：p.34、35（2021年5月28日）
2)毎期6月～10月に内部監査、外部監査を実施している。

	実施内容
	1)事業機会とリスクをホームページで開示
https://ssl4.eir-parts.net/doc/9755/ir_material1/160847/00.pdf
2)内部監査、外部監査
●内部監査
内部監査は、マネジメントシステムおよびその運用の適合性、有効性、順法性を満たしているかを明確にするために実施。
監査実施日：2020/6/17 ～ 2020/6/30
●外部審査
審査機関：一般財団法人　日本品質保証機構（JQA） 
審査実施日　2020年10月19日～10月23日
受付番号／登録番号 適用規格（審査基準）
審査種別JQA2772 ISO9001:2015 更新審査
JQAEM 6855 ISO 14001:2015更新審査
JQAIM 1238 ISO/IEC 27001:2013定期審査
JQAU KP D00002 JIS Q 15001:2017登録審査（セカンドステージ）

ISO/IEC 27001を2014年3月に取得し、サイバーセキュリティ対策は下記10項目について取り組んでいる。
(1)セキュリティポリシーの策定
(2)サイバーセキュリティリスク管理体制の構築
(3)セキュリティ対策のための資源確保
(4)リスクの把握、対策目標と計画の策定
(5)リスク対応策（防衛・検知・分析）の実施
(6)PDCAの実施と対策の開示
(7)緊急時の対応体制の整備
(8)復旧体制の整備
(9)サプライチェーンセキュリティ対策の実施
(10)情報共有活動への参加






